
公益財団法人和歌山県消l1/J設備保守協会定款

第 1章 総則

1//H称 )

第 1条 この法人は、公益財団法人和歌山永消防設備保守協会 (以下「協会Jと いう。)と
称する。

(事務所)

第 2条 協会は、主たる事務所を和歌山県和歌山市に置く。
第 2章  目的及び事業

(日 白つ)

第 3条 協会は、消防機関等と連携して、防火・防災管理対象物関係者その他一般県民に

対する防火・防災管理、消防用設備等の設置及び保守点検並びに防火 。防災思想の普及

啓発を行うとともに、消防設備関係業務に携わる者の資質の向上を駆|る ことにより、大

災・災害を防止し、県民の生命及び則産を火災・災害から保護し、もつて公共の福祉の

増進に寄与することを目的とする。

(事業)

第 4条 協会は、前条の目的を達成するために次の事業を行 う。
(1)消 防用設備等の設置及び維持に関する普及啓発

(2)消 防用設備等に関する訓査及び研究

(3)消防州設備等に関する情報の収朱及び提供並びに資料の作成及び配布

(41消防用設備等の関係者に対する指導及び教育

(5)消防設備点検資格若及び消防設備士の古成及び資質向上に関する指導及び教育

(6)防火・li/J災管理対象物関係者に対サ
~る
防火・方災管理に関する教育啓発

(7)消 防用設備等及び防火・防災管理に関する業務の道正化促進

(8)一般県民に対する防火・防災思想の普及啓発

(9)消防機関等関係行政機関及び関係団体との連絡訓坐

(10)前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要な事業

2 前項各号に掲げる事業は、み1歌山県内において行うものとする。
第 3章 資産及び会計

(llB産 )

第 5条 協会の財産は、丞木財産及びその他の財産の 2種類とする。
2 基本財とは、協会の目的である事業を行うために不可欠な財産として、理事会で定め
たものと,いる。

3 基本財たは、協会の目的を達成するために、理車長が善良な管■l者の注意をもつて管
Jf41しなければならない。

4 基本則産は、これを処分モン、又は担保に供 してはならない。ただし、やむを得ないll」・
山により、基本財産の 一部を処分し、若しくは基本財産から除外しようとするとき、又



はその全部若しくは一部を担保に供しようとするときは、あらかじめ理事会及び評議員

会の承認を要する。

5 その他の財産は、基本財産以外の財産とする。
(資金の借入れ)

第 6条 理事長は、予算で定める限度内において、必要に応じ、資金の一時借入れを行う
ことができる。ただし、事業年度を越えて借入れをするときは、理事会の承認を得なけ

ればならない。

(事業年度)

第 7条 協会の事業年度は、毎年 4月 よ日に始まり翌年 3月 31日 に終わる。
(事業計画及び収支予算)

第 8条 協会の事業計画書、収支予算書並びに資金調達及び設備投資の見込みを記載した普
類 (以下 「事業計画普等」という。)については、毎事業年度開始の日の前日までに、理

芋氏が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も、同様と

り
~る
。

2 理事長は、理事会が承認した事業計画書等を直近の評議員会に報告するものとする。
3 事業計画書等については、当該事業年度が終了するまでの間、事務所に備え置き、一

般の開覧に供するものとする。

(事業報告及び決算)

第 9条 協会の事業報告及び決算については、侮事業年度終了後、理事長が次の書類を作
成し、監事の監査を受けた にで、理事会の承認を経て、評議員会に提出し、第 1号 及び

第 2号の書類についてはその内容を報告し、第 3号から第 6号までの昔類については承

認を受けなければならない。

(1)事業報告

(2)事業辛R告の附属 lyl細菩

(3)貸借刈照表

(4)正味則庄増減計算書

(5)財産日録

(6)貸借対照表及び止味llB産増減計算書の附属明細書

2 111事長は、向t項第 3号の昔坂を公告しなければならない。

3 埋事長は、第 1夜の規定により報告され、又は承認を受けた書類のほか、次の普類を
事務所に 5年 荀術え置き、一般の閉覧に供するとと )ヽに、定款を事務所に備え置き、一

般のDH覧に供するものと〕
^る
。

(1)監査報告

(2)理事及び監事並びに評議員の名雑

(3)理芋及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記H究 した書類

(4)進営組Iit及び車業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重蓼なものを記



載した書類

(公益目的取待財産残額の算定)

第 10条 理事長は、公益社回法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則 (平
成 〕9年内門府令第 68号)第 48条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末
日における公益目的取得財産残額を算定し、前条第 3項第 4号の書類に記哉するものと

する。

第 4章 評議員
(評議員)

第 11条 協会に評議員 8名以上 15名以内を置く。
(評議員の選任及び解任)

第 12条 評議員の選任及び解任は、一般社回法人及び一般財団法人に関する法律 (平成
18年法律第 48号。以下 「一般社団財団法人法」という。)第 179条から第 195条
までの規定に従い、評議員会において行う。

2 評議員を選任する以合には、次の各号の要件のいずれも満たさなければならない。
(1)各評議員について、次のアから力までに該当する評議員の合計数が評・●x員の総数の3

分の 1を超えないものであること。

ア 当該評議員及びその配偶者又は 3規等内の規族
イ 当該評議員と帰姻のli出 をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
ウ 当該評議員の使用人
エ イ又はウに掲げる者以外の者であつて、当該評議員から受ける金銭その他の財産
によつて生計を用上持しているもの

オ ウ又は工に掲げる者の配偶者
カ イから工までに掲げる者の 3親等内の親族であつて、これらの者と生計を―にす
るもの

(2)他の同一の団体 (公益法人を除く。)の次のアから工までに該当する評 ytr員の合計数

が評議員の総数の 3分の 1を超えないものであること。

ア 理事
イ 使用人
ウ 当該他の同一の団体の理事以外の役員 (法人でない団体で代表者又は管理人の定
めのあるものにあつては、その代表者又は管理人)又は業務を軌行する社員である

者

工 次に掲げる団体においてその職員 (国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除
く。)である者

① コの機関
② 地方公共団体
③ 独立行政法人過則法 (平成 11年法律第 103号 )第 2条第 1項に規定する独



立行政法人

④ 口立大学法人法 (平成 15年法律第 1〕 2/y)第 2条第 1項に規定する国立大
学法人又は同条劣 3項に規定する大学共同利用機関法人

⑤ 地方独立行政法人法 (平成 15年法律第 118号 )第 2条第 1項に規定する地
方独立行政法人

⑥ 特殊法人 (特別の法律により特別の設立行為をもつて設立された法人であつて、
総務省設置法 (平成 11年法律第 91号)第 4条第 15号の規定の適用を受ける

ものをいう。)又は認可法人 (特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し

行政官庁の認可を要する法人をいう。)

3 評議員は、理事又は監事と兼ねることができない。
4 法令及びこの定款に定めるもののほか、評議員の選任に開し必要な事項は、評議員会
が定める。

5 評議員としてふさわしくない行為があつたときは、評議員会の決議により、灯任する
ことができる。

(評議員の任期)

第 13条 評議員の任期は、選任後 4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時評議員会の終結の時までとする。ただし、再任は、妨げない。

2 任期の満了前に選任 した評議員の柿久として選任された評議員の任期は、退任 した評
議員の任期の満了する時までとする。

3 評議員は、第 11条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により
選任 した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有

〕
~る
。

(評議員に対する報酬等)

第 14条 評議員は、女(報酬とする。
2 評議員には費用を弁償することができる。
第 5章 評議員会

(評議員会の構成等)

第 15条 評議員会は、すべての評議員をもつて村成する。
2 Jll事及び監事は、評議員会に出席し、評議員から特定事項についてユιり1を求められた

場合には、法令の定めるところにより、当該事項について必要な説明をしなけばならな

い 。

(評議員会の権限)

第 16条 評議員会は、次の事項について決議する。
(1)評議員、理事及び監事の選任及び解任

(2)理事及び監事の報酬等の総額及び文給基準等並びに損害賠償責任の一IB免除

(3)貸借対照表及び正味財産増減計算讐並びにこれらの附屈明和H普の承認



(4)定款の変更

(5)合併、事美全部の譲渡、清算締了までの事業の継続及び残余財産の処分

(6)基本財産の処分又は除外の承認

(7)その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項

(評議員会の開催)

第 17条 評議員会は、定時評議員会として毎年度 5月 に 1回閉性するほか、必要がある
場合にFDHllIする。

(評議員会の招集)

第 18条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき、理
事長が、評議員会の日の 1週間前までに、評議員に対し、評議員会の日時及び場所、評

議員会の目的である事項その他の法令で定める事項を示した通知をし、定H寺評議員会に

あっては貸借対ЛR表及び正味財圧増減計算書並びに事業報告及び監査報告も提供して、

招集する。

2 評議員は、法令の定めるところにより、JHll事長に対し、評議員会の目的である事項及
び招集の理由を示 して、評議員会の招集を請求し、又は評議員会を招集することができ

る。

(評議員会の決議等)

第 19条 評議員会の決議は、法令又はこの定款に別段の定めがある場合を除き、決議に
ついて4寺別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半数が出席 し、その過半数をも

つて行う。

2 前項の規定にかかわらず、次の決説は、議決に加わることができる評議員の 3分の 2
以上に当たる多数をもつて行わなければならない。

(1)評議員又は監事の作任

(2)理事及び昨事の損害賠償責任の一部免除

(3)定款の変更

(4)合併、事業全詢
`の

譲渡、清算結 Fまでの事業の継続及び残余財産の処分

(5)基本財産の処分又は除外の承認

(6)そ の他法令及びこの定款で定められた事項

3 第 1項及び前項の規定にかかわらず、一般社同財団法人法第 194条又は第 195条
の要件を満たしたときは、評議員会の決説又は評議員会への報告があつたものとみなす。

(評議員会の運営)

第 20条 法令及びこの定秋に定めるもののほか、評議員会の運営に関し必要な事項は、
評議員会が定める。

第 6章 役員等
(役員の設置)

第 21条 協会に次の役員を世く。



(1)「 ll事  5名以上 10名 以内

(2)監事  2/r4以内

2 理芋のうち 1名 をJIl事長、 2名以内を副理事長とする。
3 理事のうち 1名 を常務理車とすることができる。
4 第 2項の理事長をもつて一般社団財団法人法上の代表Fll事 とし、同項の副1理事長及び
前項の常務理事をもって同法第 91条第 1項第 2号の業務執行理事とする。

(役員の選任等)

第 22条 理事及び監事は、評議員会の決議によつて選任する。
2 理事及び監事の選任については、第 12条第 2項の規定中 「評議員Jと あるのは「理
事及び監事Jと 読み替えて、同項の規定を準用する。

3 理事及び監事は、相互に米ねることができない。
4 法令及びこの定款に定めるもののほか、理事及び監事の選任に関し必要な事項は、評
議員会が定める。

5 理事長、副理事長及び常務理事は、理事会の決議によつて理事の中から選定する。
(理事の職務及び椛限)

第 23条 理事は、埋事会を構成 し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執
イTう
^る
。

2 理事長は、代表理事として、法令及びこの定款で定めるところにより、協会を代表し、
その業務を執行する。

3 耐!理事長は、理事長を補佐するとともに、業務執行lRl事として、理事会の定めるところ
により協会の業務を分担執行する。

4 常務理事は、理事長及び副理事長を柿佐するとともに、業務執行理事として、理す会
の決議に従つて協会の常務を処理する。

5 3jl事長、高J理事長及び常務理事は、毎事業年度に、4箇月を超える間隔で、2回以上、

自己の職務執行の状況を理事会に報告しなければならない。

(監事のllil務及び権限)

第 24条 監事は、州l事の職務の執行を監査し、法令の定めるところにより、監査報告を
作成する。

2 監事は、いつでも、■l事及び使用人に刈して事業の報告を求め、協会の業務及び列産
の状況の調査をすることができる。

3 監事は、理事長が評議員会に提案しようとする議案、書類その他の資料を調査しなけ
ればならない。

4 監事は、第 1項から前項までに定めるもののほか、法令に定める職務を行い、及び糀
限を行使する。

5 法令及びこの定秋に定めるもののほか、唯査及び訓査その他監事の職務に1311し必要な
事項は、監事が協議して定める。



(役員の任期)

第 25条 理事及び監すの任期は、選任後 2年以内に終了する事業年度のうち最終のもの
に門する定時評議員会の終結の時までとする。ただし、打任は、妨げない。

2 任期の満了前に退任した理事又は監事の柿欠として選任された理事又は監事の任期は、
退任した理事Xは監事の任期の満了する時までとする。

3 jIIす 又は監事は、第 20条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任に

より選任した後も、新たに選任された考が就任するまで、なお理事又は監事としてのlFf

利義務を有する。

4 埋事長、副理事長及び常務理事の任期は、理事の任期満了の時までとし、任期の満了前
に選任 した141事長、日1理事長Xは常務理事の補欠として選定された理事長、 illttl事長又

は常務J41事の任期は、選任した理事長、副理事長Xは常務理すの任卿]が満了する時まで

とする。

5 Fll事長、副理事長又は常務理事は、任期の満了又は辟任により選任した後も、新たに選

定された者が就任するまで、なお理事長、副理事受又は常務理事としての催利義務を有

〕
~る
。

(役員の解任)

第 26条 Jl事又は監事が次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によつて解任

することができる。

(1)職務上の義務に達反し、又は職務を怠つたとき。

(2)心身の故障のため、耽務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。

(3)役員としてふさわしくない行為があったとき。

2 1dl事長、副理事長又は常務l14事は、llul学会の決議によつて解職することができる。

(役員の報酬等)

第 27条 埋事及び監事は、無報酬とする。ただし、常 ll・llの llll事及び監事に対しては、評
議員会が定める総額の範囲内で、評議員会が定める報酬等の支給の基準に従つて算定し

た額を、評議員会の定めるところにより、報酬等として支給することができる。

2 役員には費用を弁償することができる。
0融 1引 )

第 28条 協会に、顧問を置くことができる。
2 願問は、理事会の推薦により4事長が委堀する。
3 顧問の委嘱却]間は、 2年以内の必要な期間とする。ただし、再委嘱は、妨げない。
4 厭問は、脇会の重要な事項につき、理事長の諮問に応 じて助言し、又は之、要に応じて
意見を述べることができる。

5  扉則開イま、 す壁辛脱酬|と
'^る

。

6 顧耐]には費用を弁償することができる。
(ヨ平務局)



第 29条 協会の事務を処理するために、事務局を置く。
2 事務局に、事務局長その他の職員を置く。
3 事務局の職員は、理事長が任免する。ただし、重要な使用人の任免については、理事
会の決説を経なければならない。

4 事務局の組織運営に関し必要な事項は、理事会の決議を経て、理事長が定める。
第 7章 理事会
(理車会の構成)

第 30条 理事会は、すべての3111事をもつて構成する。
(理事会の権限)

第 31条 理事会は、次の砒務を行う。
(1)協会の業務執行の決定

(2)理事の〕賊務の執行の監督

(3)理事長、口!理事長及び常務理事の選定及び狗「職並びに重要な使用人の任免

(4)重要な組織の設世、変更及び廃止

(5)内部管理体制の整備 NIJ7びにそれに関する規程 (こ の定款で言V議員会が定めるとしてい

るものを除く。)の制定及び改廃

(6)事業計画及び収支予算の決定

(7)評議員会の招集の決定

(8)その他理事会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項

(理事会の開催)

第 32条 理事会は、毎年度 5月 と3月 の 2回開催するほか、必要がある場合に開催する。
(理事会の招集)

第 33条  Fl事会は、理事長が招集する。ただし、埋事長が在任中に死亡し又は所在不明

になつた場合は、あらかじめBI事会が定める順位に従い、畠1理事長が1召集する。

2 前項の招朱は、理事会の日の 1週間前までに、各瑠l事及び各監事に対し、理事会の日
時、場所及び目的である事項を示した通知をして、行うものとする。

3 1fl事長以外の理事又は監事は、法令の定めるところにより、lul事長に対し、理学会の

目的である事項を表示 して、理事会の招集を請求し、又は瑚l事会を招集することができ

る。

(理司I会の議長)

第 34条 理事会の議長は、理事長がこオ朝こ当たる。ただし、理事貨が議長に当たれない

事由がある場合は、あらかじめ■ll事会が定める順位に従い、llll理事長がこれに当たる。

(理事会の決議等)

第 35条 理芋会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く』l事の過半
数が出席し、この定款で別に定めるもののほか、その過半数をもって行う。

2 前項の規定にかかわらず、一般社国財団法人法第 197条 において準用する第 96条



又は第 98条の要件を満たしたときは、理・ll会 の決 Fit又は理事会への報告があつたもの

とみなす。

(理事会の議事録)

第 86条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、次の事項を記哉した議
事録を作成する。

(1)理事会が開催された日時及び場所

(2)第 33条第 3項の規定に基づき1珊柴された埋事会であるときは、その旨

(3)理車会の議事の経過の要領及びその結果

(41決説を要する事項について特別の利イき関係を冶する理事があるときは、当該理事の氏

名

(5)一般社団則団法人規則第 15条第 3項第 5号イからハまでの規定により理事会にお

いて述べられた意見又は発言があるときは、その意見又は発言の内容の4JX要

(6)理事長以外の理事であつて、理事会に出席したものの氏名

(7)議長の氏ネ

2 前項の議事録には、出席した理事長及び監事が記名押印する。
3 前条第 2項の規定に該当する場合は、一般社団法人及び一般財田法人に関する法律施
行規則 (平成 19年法務省令第 28号。以下 「一般社団財団法人規則」という。)第 15

条第 4項各号に定める事項を記載した説事録を作成するものとする。

4 協会は、理事会の日から10年間、その議事録を事務所に備え置かなければならない。
5 評議員は、協会の業務時間内は、いつでも、理学会の議事録の閲覧又は謄写の請求を
することができる。

(委員会)

劣 37条 協会は、第 4条の事業を円滑に運営するため、必要に応じ、理事会の決議に基
づいて、委員会を設けることができる。

2 委員会の1准限、構成及び運用に関し必要な事項は、理事会において定めるものとする。
第 8章 会員

(会員)

第 38条 協会の行う事業の円滑化を図るため、協会に次の会員を置くことができる。
正会負 消防用設備等のI事及び牲術並びに点検等消防設備関係業務を営む事業者
賛助会員 協会の目的に賛同し、協会に加入した個人Xは十ユ1体
2 会員の入会及び選会に llし必要な事項については、理尊:会の決議を経て、llll車長が定
める。

3 協会の /F4誉 を毀損し、又は品位を傷つける行為をした会員は、理事会において出席理
事の 3分の 2以上の決議により除/raすることができる。

(会費及び入会金)

第 39条 会員は、会費を納入しなければならない。大会した会員は、入会金を納入しな



ければならない。

2 前項の会費及び入会金の額については、理事会の決議を経て、理事長が定める。
(処出金品の不返還 )

第 40条 既に納入した入会金、会費その他の拠出金は、返還しない。
第 9章 定款の変更及び解散

(定款の変更)

第 41条 この定款は、評議員会の決議によつて変更することができる。
2 前項の規定は、この定款の第 3条、第 4条及び第 12条の規定についても適用する。
(解散)

第 42条 協会は、基本財産の滅失による協会の目的であるヨ〒業の成功の不能その他法令
で定められた事 HHに よつて解散する。

(公益認定の取消し等に伴 う贈与)

第 43条  脇会が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により協会が消滅する場
合 (その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。)には、評議員会の決議

を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取消しの日又は

当該合併の日から1箇月以内に、公益社臣法人及び公益財凹法人の認定等に関する法律

(平成 18年法律第 49号。以下「公益法人認定法Jと いう。)第 5条第 17をに掲げる

法人又は国若 しくは地方公共団体に贈与するものとする。

(残余瑠産の帰属)

第 44条 協会が清算をする場合において有する残余朗産は、評議員会の決議を経て、公
益法人認定法第 5条第 狽7号に掲げる法人Xは国若しくは地方公共団体に贈与するもの

と〕
~る
。

第 10章 公告の方法
(公告の方法)

第 45条 協会の公告は、事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行う。
第 11章 柿則

(委任)

第 46条 法令及びこの定秋に定めるもののほか、評議員会の1准眼に属するもので必要な
事項は、評議員会が定める。

2 法令及びこの定款に定めるもののほか、脇会の運営に必要な事項 (前項の事項は除く。)
は、lla事会の決議を経て、理事長が定める。

171 只

`1 この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益
財団法人の認定等に開する法律の施行に伴 う関係法律の整備等に関する法律 (平成 18

年法律第 49弓。以下「整備法Jと いう。)第 〕06条第 1項に定める公益法人の設立の

埜記の日かられ行する。



2 整備法第 106条第 1項に定める特例民法法人の解散の4記 と公益法人の設立の埜記
を行つたときの車業年度については、第 7条の規定にかかわらず、狗T散の登記の日の前

日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。

3 協会の最初の理事長は、谷崎博志とする。
4 協会の最初の副理事長は、次に掲げる者とする。
土井 深
湯)幸司

5 協会の最初の評議員は、次に掲げる者とする。
野井和童  llT・I野博司  ‖け山宏之
武内明彦  中野 勇  吉川幸大
野田紘世  岩中壮介  井川信一

小池康生  丸山慶治  牧野止博
演本黎二  赤井雅哉  森中道昭


